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1 事業の成果

(1)「食とくらしの『グリーンライフロポイント』推進事業」の推進

令和 4年度に採択された環境省「食とくらしの『グリーンライフ・ポイント』推進事業 (GLP事業)」

は、補助事業終了後も 3年間 (令和 7年度まで)の事業の継続が求められている。同事業を通じて、ソ

ーラー・蓄電池の導入支援や再エネ新電力への切り替え、パネルのリユース・ リサイクルを推進してお

り、これらの環境配慮行動を人々に選択させるための動機づけとして Amazon等 で使用できるポイント

の付与を行った。23年度の目標としては、太陽光発電を含む設備導入 100件、再エネ新電力の切り替え

50件を掲げたが、当初に計画していた自治体との連携による集客 。広報が実現できなかったなどの理由

もあり、大幅に目標を下回る結果となった。

SDGsの 17番 目の目標に「パー トナーシップ」が掲げられている通り、社会課題に対しては、行政や

企業・団体が個別で取り組むだけでは解決が困難なことは明白である。こうした連携が不可欠な一方で、

パー トナーシップは自社によるコントロールが難しい面も多く、今回のように期待された結果・成果が

得られないことも起きうることから、外部に頼りすぎない体制 。仕組みについても再考していく。

(2)プロシューマ団体としての正確な情報発信

太陽光発電・気候変動に関する正しい情報発信を目的に、毎月の重要なニュース・記事をピックアップ

して会員向けメールとして配信を開始した。まだまだ改善点も多く見られることから、より読んでみた

いと思ってもらえる内容にすべくブラッシュアップしていく。

毎年出展している再生可能エネルギー世界展示会では、太陽光発電に関するQ&Aポスターを制作・掲

出した。来場者が抱える太陽光発電についての疑問や不安をきっかけに、私たちの取り組みや理念につ

いても案内することができた。

(3)地域活動の活性化

コロナ禍の影響が落ち着きを見せたことで、地域交流会活動の再開を期待していたが、一度停滞したつ

ながりをもとに戻すことは簡単ではなく、多くの地域で活動に苦慮する姿が見られた。近年の地域交流

会活動は各地域の自主性を活かしてきたが、地域活動の再構築には、地域との共同イベントやキャンペ

ーン等の実施、インセンティブの付与といった地域の連帯感やモチベーションを高める仕掛けが必要と

考える。

(4)新たな PVリ ユース・ リサイクルの仕組みづくり

屋根の防水工事に伴う会員からの太陽光パネル撤去相談に対して、パネルリサイクルを行う施設への



持ち込みが可能な撤去事業者を紹介。パネルの適正処分を実現した。一方でパネルリサイクルを行うた

めには、撤去を行う排出事業者が 1枚あたり3～4,000円 のコス トを負担する必要があり、撤去費用への

価格転嫁もしづらいために進んでいないのが現状である。最終処理の責任を排出事業者が負つている以

上、当団体としても適正処理に賛同してくれる事業者を増やしていく必要がある。当然、まだ使用できる

パネルについてはリユースが優先されるべきだが、新品パネルの価格が下落するなかで需要の創出が課

題となっている。

(5)PV健康診断システムのリニューアル

PV健康診断のリニューアル作業を進めてきたが、仕様やバグの修正が思うように進まず、23年度中
のオープンは叶わなかった。現在は 24年中のオープンに向けて作業を進めている。リニューアル後もこ

れまでの機能は変わらず使えるほか、従来よりも更新・改変がしやすい設計となっていることから、リリ

ース後には利用者からの改善要望についても受け付けたい。

(6)再エネ利用の拡大に向けた取り組み

GLP事業の取り組みの 1つである再エネ新電力への切り替えは、卒 FIT電気の買取先の相談・紹介対

応などの事例はあったもののポイントを活用した切り替えキャンペーンを展開することができなかった。

東京都が展開する「地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業 (都外設置)」 では、都外に建設する

再エネ発電所の環境価値を同じ事業者の都内事業所で利用することを条件に、設備建設費用の一部助成

を行っている。昨年度は 3社に対して、グリーン電力証書による環境価値の移転サポー トを行い、当団

体の強みを活かした再エネの拡大を進めることができた。

(7)気候危機回避と安全安心な地域社会構築をめざす

脱炭素化と持続可能な地域社会の実現のためには再エネの拡大は不可避だが、近年は太陽光発電が迷

惑施設化するケースも日立つようになっている。当団体にも住民と事業者のトラブルや、発注者。受注者

間の紛争相談が寄せられており、23年度もアドバイスや現地調査を行ってきた。太陽光発電は本来、地

域や国民に大きな便益をもたらしてくれるものだったはず。その “あるべき姿"を取り戻すためにも、1

つひとつ トラブルに対処している。

(8)ルールチェンジ、システムチェンジに向けた働きかけ

東京都議会に対して、「地球温暖化対策を加速することを求める意見書の提出に関する陳情」を 137名

の署名と併せて提出した (令和 6年第 2回定例会)。 これは第 7次エネルギー基本計画の策定に向けて、

COP28で の世界的な合意内容を含めるよう、都から国に要望することを求めるものである。結果は多数

会派の賛成が得られずに否決されたが、各会派の温暖化対策への姿勢を可視化することにはつながった。

太陽光発電の設置義務化を先導する東京都であっても、国のエネルギー政策に対してはどこか他人事で

あり、これまでとは異なったアプローチの必要性も感じている。

(9)電気自動車 (EV)向 け充電ステーション拡大支援

EV充電サービスを展開するユビ電 (株)への技術支援を行った。同社では、全人口の 4割を占める集



合住宅居住者が、自宅での充電ができないために EV導入に踏み切れていないという点に着目。マンシ
ョンの駐車区画すべてへの充電コンセント設置を推進している。こうした充電インフラの拡充には、安

価で利便性の高いサービスが必要であり、その実現のため日々取り組まれている研究・技術開発の一端

を当団体も担っている。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【17,340】 千円)

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

太陽光発電に

関する普及お

よび啓発に関

する事業

全国 11地域の支部 (地域

交流会)で、一般及び地域

会員を中心に、太陽光発

電の普及啓発に関するイ
ベント出展、セミナー開

催、相談活動、講師の派遣

等を実施

通年

。東北
・群馬
・埼玉
・千葉
。東京
・神奈川
・山梨
・静岡
。中部
・京都
・兵庫

約 50名

△ 昌寅貝

および

市民

不特定

多数
627

HP o SNSの 運営、学習会 。

見学会の開催、企業。自治

体・団体等への講師 0委員

派遣、イベント出展等の

実施

通年 全国 5名

△ 畠
ユヽ只

および

市民

不特定

多数
236

太陽光発電設置者のグリ
ーン電力価値認証業務等
の実施、グリーン電力証

書の発行・販売

通年 全国 1名

△ 畠ム只

および

市民

不特定

多数
1,665

自社太陽光発電事業の運

営 。管理
通年 全国 5名

△ 昌
アヽ貝

および

市民

不特定

多数
4,261

市民出資型太陽光発電所
の出資者管理支援

通年 全国 2名

△ 昌

=只
および

市民

300名

以上
273

マイクロインバータやバ

ッテリー等の再エネ機器
の販売

通年 全国 約 5名

△ 昌
7ヽ貝

および

市民

5名

以上
1,272



環境省「食とくらしの『グ

リーンライフ・ポイント』
推進事業における取組

通年 全国 約 8名

△ 昌
アヽ貝

および

市民

不特定

多数
2,798

太陽光発電システムや蓄

電池の施工。設置、電気自

動車の充電システムの技

術指導

通年 全国 2名

△ 畠
ム 貝

および

市民

100名

以上

6,208

太陽光発電設

備等の設置及

びその維持管

理に係る情報
の収集、加工、

ならびに相談

に関する事業

太陽光発電設備の設置お

よび保守点検
通年 全国 5名

△ 昌

“

(只

および

市民

20名

以上

太陽光発電に関する相談

窓日の開設
通年 全国 3名

△ 昌
ム 貝

および

市民

不特定

多数
0

太陽光発電設

備等の普及促

進のための制

度のあり方等

についての意

見の発表に関

する事業

パブリックコメントヘの

意見提出や地方議会への

請願・陳情

通年 全国 5名

△ 昌ム只

および

市民

不特定

多数
0

(2)その他の事業

実業実績なし



法人名:  特定非営利活動法人太陽光発電所ネットワーク

活動証墓豊
2023年 6月 1 日 から 2024年 5月 31 日 まで

I経常収益

1.受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2.受取寄附金

受取寄附金

3.事業収益

①PV―Green事業部収益

②市民ファンドサポートセンター収益

③太陽光発電所運営事業収益

④技術部収益

⑤再エネ機器販売事業収益

③普及啓発事業収益

⑨地域交流会収益

⑫紹介事業収益

4.その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

II経常費用

1.事業費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

保険料

諸会費

租税公課

支払手数料

支払利息

雑費

仕入高

外注費

広告宣伝費

リース料

その他経費計

事業費計

2. 管理費

(1)人件費

(単位 :円 )

15,860,161

918,000

120,000

452,000

1,556,615

344,000

2,737,192

6,656,837

801,879

275,076

432,529

1,265,857

176

300,000

1,038,000

14,069,985

452,000

300,176

5,820,419

763,738

1,295

6,585,452

855,466

350,903

611,520

115,609

1,531,860

1,488,500

1,879,738

117,491

10,873

507,884

662,691

201,931

306,662

639,100

512,235

683,390

278,684

10,754,537

17,339,989



給料手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

保険料

諸会費

租税公課

支払手数料

新聞図書費

支払利息

雑費

事務用品費

広告宣伝費

リース料

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

682,91

158

53,

11,

120,

1,

△ 3,842,123

4,693,138

851,015

603,581

2,362,295

19,702,



法人名:  特定非営利活動法人太陽光発電所ネットワーク

貸生量照表
2024年 5月 31 日 現在

(単位 :円 )

13,893,149

1,435,047

112,920

136,747

2,521,667

306,571

2,828,238

5,177,288

27,010

5,204,298

819,000

327,678

1,146,678

15,577,863

9,179,214

23,906,062

757

851 15

1,910,000

4,394,304

206,498

441,000

181,519

2,724,000

270,302

6,162,439

7,616,000

16,290,062

7,616,000

4,693,138

∠|ゝ 3,842,123

24,757,077

1.流動資産
現金預金

未収金

棚卸資産

前払費用

流動資産合計

2.固定資産
(1)有形固定資産

機械装置

工具器具備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

出資金

差入保証金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1.流動負債
短期借入金

未払金

未払費用

前受金

預り金

基金預り金

仮受金

証書預り金

流動負債合計

2.固定負債
長期借入金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

の部I資産

1■■■■IIIi=■
「
 ・:書■1鱗1111曇11=llilllj「お:



龍ぐ

０でＮ．∞ＯＮ

Ｏ一ヽ．０●０．】

●０∞．ＯＮ一

〓韓団騨

，
い●０つ

９〓“卜∞く

龍〓掟※■

ｏ８ざ８ゴ

で８．∞ヽ

一Ｏｍ．ｍ∞●

一４
，

百■「

三ｌ゛

〓
〓

∞一０■一一〓く

一一０イ９

００う〓

卜●ギｏ一く

一０」．一一い

旧∝´Ｓ〓く

お”３「

範

黎帯Ｅ２●１こｅ

騒経轡挙諄ミＦ　　一

ｔ〓篠準凛　一

ｔ転漱ヨｅψ　　　一

■ヽ―一・　　　一

〓“●「ゴ

、ち■。Ｌ
　　　　一

肛■‘

■マ〓一　　　　一

Ｌ■

●一ヽコマ

慕崎一Ｉ〓三

〓ギＬ車ド

】」‘ポこ

鷺“ヽ

■‥ぎメ
ヽ

に■〓゛
，

■キヤ

ゴドン「ヽ¨

撃■∵「しヽ

暉■】
，

ｔ〓ЩＯ「

〓■●鵡〓

■帝●

●バ■

鋼囃製〈ヽや　　（Ｎ）

ｔ奪雄く

，
”よｒｔ

〓ｒｉ「・■

，
」●¨

舷よく　　（こ

ミ臨準壼　目

ｔＣさ籍漱

ｔ〓コ■‥ヽ‐ヽ　●

ｔＹ〓■　一 ‐

●〓Ｆヨ〕　

，
―

ヤ●ギヤ　〓

輝誉午董　一

（Ｌｔ‘■）

卜）０興Ｓ」ヽさ緊算Ｃ熾軍一一Ｒ畔榛

郎“Ｃ超暮一一袂黎書　、

。■椰■ＶＯ鳩ユＫ択暇錮颯苺壼́国製た“Ｃ中部窓導

驚製ｔぐＣ計ポ部震　　（め）

。卜悩〓）０掏民謳）涎騒捜）〓や図２捜熙Ｃ燿鉢く還′壼担紅艘田ミ巌

。■部〓）つヽコ準）理絆製Ｖ〓や瑚ゆ一捜緊Ｃ業部く爆′壺姻紅製国畿こ

迅へＣ員軽導電・Ｓ側虹捜回　　（Ｎ）

。卜当‘Ｖ⊃尋性）０「●一鶯導蚤くこ雄藝壼判紅【鎮軍

潔へ尋瀧Ｃ製賦騒霧　　（こ

。■部‘ＶＯ↓二（ぐ礎・総耕嶼一籠ぐ＜湊０“ＺＨ騒婆喘嘔●Ｈ駅゛【Ｌヽ【０●　口０゛駅卜辟０メＯＮ）糾幽議ぐく規ＯＬＺ′せ軽量Ｑ蛹耀熔な

ホ薇北“秦黎憎　〓

硼測ｑ欄潤欄餞

コ　“



科  目 金  額

法人名:  特定非営利活動法人太陽光発電所ネットワーク

1.流動資産
現金預金

手元現金

小口現金

三菱UFJ(メイン)

三菱UFJ(PV― Green)

三菱U町 (PVG基金)

三菱UFJ(小諸エコビレッジ)

楽天銀行

ゆうちょ(寄付。会費)

ゆうちょ(でんきの森発電所)

ゆうちょ(電気の畑発電所)

ゆうちょ(新メイン)

GMOあおぞらネット(メイン)
GMOあおぞらネット(PV― Green)
GMOあおぞらネット(PVモール)
GMOあおぞらネット(市民ファンドサポート)
未収金

ユビ電株式会社

ほしのみや幼稚園

東京電力

積水化成品工業株式会社

棚卸資産

商品

前払費用

湯島ビル家賃

流動資産合計

2.固定資産
(1)有形固定資産

機械装置

静岡市民共同発電所

小諸市民共同発電所

工具器具備品

バイパスダイオードチェッカー/PSC

輪転機。電話設備一式等

(2)無形固定資産

ソフトウェア

ひのでやエコライフ研究所

電話加入権

電話加入権

(3)投資その他の資産

出資金

未来バンク事業組合

(同 )野田村だらすこ市民共同発電所

(同 )恵那山おひさま発電所/(同 )静岡市民共同発電所

川根スカイエナジー(同)/(同 )うつくしま

かけがわ報徳パワー(株)

盟産旦録
2024年 5月 31 日 現在

117,

1,460,

(単位 :円 )

212

2,756

762

567

2,265

609

433

17

5,177

,11

201

4,365,612

1,251

100

72,682

10,697

112,

136,74

15,577,863

1,672,

849,

27,01

139

50

30

100

500



差入保証金

湯島ビル 本社事務所保証金

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1.流動負債
短期借入金

個人より

静岡市民共同発電所より

地域交流会

未払金

個人

個人

個人

個人

個人

社会保険料

アナザーレーン

個人

■eeeカードUnhmited

未払費用

地域交流会費用

前受金

2024年度会費

2025年度会費

2026年度以降の会費

預り金

給与。報酬源泉税

住民税

雇用保険

基金預り金

PV―Green

仮受金

グリーン電力入金 未処理

振込資金 (再振込み)

証書預り金

PV―Green

流動負債合計

2.固定負債
長期借入金

日本政策金融公庫

固定負債合計

負債合計

327,678

950,000

950,000

10,000

19

24,757,077

1,587,911

606,830

1,311,078

555,557

65,114

141,632

55

8,480

117,647

206,498

84

11

11

2,724,000

92,578

177,724

6,162,439

7,616,000

16,290,062

7,616,000

Z5,9UO,UOZ

851,015



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

空塾ヨ上豊ユ匿動型L太陽」L登鰹襲圧主 2…LE≧
=ユ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
ビ各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 (参)・監事
ツヅクケン 令和 5年 6月 1日 ～

令和 6年 5月 31日

年  月  日

年  月  日都筑建

2 〇
・監事

ミツイシヒロユ

同上

年  月  日

年  月  日三石博行

3 ⊂)・監事
タカヤナギヨシヒ

同上

年

年

月

月

日

日高柳良大

4 (璽3)・監事
カトウサトシ

同上

年  月  日

年  月  日加藤聡

5 〇 ・監事
スガワラサキ

同上

年  月  日

年  月  日菅原佐喜雄

6 (藝)。監事
イワナガタケ 令和 5年 6月 1日 ～

令和 5年 7月 30日

年1  月   日

年  月  日岩永剛

7 (憂)・監事
アキバケイジ 令和 5年 6月 1日 ～

令和 6年 5月 31日

年  月  日

年  月  日秋葉慶次

8 (憂)。監事
サ トウヒロシ 令和 5年 6月 1日 ～

令和 5年 7月 30日

年  月  日

年  月  日佐藤博士

9 ①
。監事

=?f+tltv 令和 5年 6月 1日 ～

令和 6年 5月 31日

年  月  日

年 月 日駒崎茂

10 (箋 )。 監事
タナカミノル

同上

年

年

月

月

日

日田中稔

11 (璽3)。監事
サ トウツギオ

同上

年  月  日

年:  月   日佐藤次雄

12 ① ・監事
イ トウヒロブ 令和 5年 6月 1日 ～

令和 5年 7月 30日

年

年

月   日

月 日伊藤博文



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

13
⌒

Q塁ヲ・監事

オオバマサヨ
令和 5年 6月 1日 ～

令和 6年 5月 31日

年  月  日

年  月  日大庭正義

14
① ・監事

ウエダテツヤ
同上

年  月  日

年  月  日植田哲哉

15 く憂)監事
タケダヨシア

同上

年  月  日

年  月  日武田善明

16 (∋ )。 監事
ヤスハラカツヒコ

同上

年  月  日

年  月  日安原克彦

17 ① ・監事
フルイチケイゾ

同上

年

年

月   日

月   日古市恵三

18 ∈)・監事
フジツルマサユ

同上

年  月  日

年  月  日藤敦正幸

19
/´
｀
ヽ

便堕勢監事
ミヤシタ トモ ミツ

令和 5年 7月 30日 ～

令和 6年 5月 31日

年  月  日

年  月  日宮下朝光

20 〇 ・監事
イシイマサ ト

同上

年  月  日

年  月  日石井正寿

21
〆
´~ヽ

理事爬鰹ジ
ヨシナガミツノ 令和 5年 6月 1日 ～

令和 6年 5月 31日

年  月  日

年 月 日吉永光伸

22
/´｀ヽ

理事・覧多 )

ウメザワコウイチロ

同上

年  月  日

年  月  日梅澤耕一郎



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人太陽光発電所ネットワーク

氏   名

1 都筑建

2 三石博行

3 高柳良太

4 加藤聡

5 菅原佐喜雄

6 秋葉慶次

7 駒峙茂

8 田中稔

9 佐藤次雄

10 大庭正義

11 植田哲哉

12 武田善明



13 安原克彦

14 古市恵三

15 藤敦正幸

16 宮下朝光

17 石井正寿

18 吉永光伸

19 梅澤耕一郎




